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平成２６年度定期監査結果報告書 

１ 監査の対象課等 

（第一次）総務部（総務課、行政経営課、防災課） 

      復興政策部（復興政策課、復興都市計画課、市民協働課） 

      会計課、議会事務局、選挙管理委員会事務局 

 

（第二次）市民生活部（市民課・鳴瀬総合支所、税務課、収納対策課、環境課） 

      保健福祉部（福祉課、子育て支援課、健康推進課） 

      教育委員会事務部局（教育総務課、学校教育課、学校給食センター、 

生涯学習課、図書館、奥松島縄文村歴史資料館） 

      移転対策部（用地対策課、生活再建支援課） 

 

（第三次）総務部（工事検査室） 

建設部（建設課、下水道課）      

      産業部（農林水産課、商工観光課）      

      農業委員会事務局、監査委員事務局 

２ 監査の期間 

（第一次）平成２６年１１月５日（水）～平成２７年 １月１５日（木） 

（第二次）平成２７年 １月７日（水）～平成２７年 ３月 ６日（金） 

（第三次）平成２７年 ４月７日（火）～平成２７年 ５月１４日（木） 

（工事監査）平成２７年６月１日（水）～平成２７年 ６月２３日（火） 

３ 監査の範囲及び方法 

今回の監査は、平成２６年度一般会計及び特別会計について、財務に関する事務の

執行が適正かつ効率的、合理的に行われているかを主眼として実施した。 

監査にあたっては、事前に監査対象部署から関係資料の提出を求め、その資料に基

づき事前調査を行い、その後、提出された書類から抽出したヒヤリング事項について、

担当職員から説明を受けるとともに事情聴取及び現地調査により実施した｡ 

４ 監査の結果 

監査の結果、平成２６年度の財務に関する事務事業は適正に執行されているものと

認めた。 

しかし、次のとおり検討または改善を必要とする事項が見受けられた。 

なお、軽微な事項については別途指導した。 

 

(１) 法令遵守に関すること 

   臨時職員において勤続５年超となる職員は､平成２６年度は２０人となっている。
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このうち勤続１０年以上に及ぶ者は４人で、平成２５年度と比較しても勤続５年超 

は２人増、１０年超にあっても１人増となっている。臨時職員は、地方公務員法第22 

条第２項及び第５項の規定に基づき任用期間は６月で更新１回最長１年と規定されて 

いる。 

臨時職員の雇用にあたっては、関係法令を遵守し適正に対処されたい。 

 

(２) 公金管理に関すること 

  地方自治法第１９９条（職務）第２項及び地方自治法施行令第１４０条の６によ

り、会計課他で管理する窓口釣銭について適時に「釣銭確認」を実施した。釣銭の実

査はもちろん、調査当日までの保管現金と根拠書類（申請書等）の整備、手提げ金庫

の保管状況、複数職員による現金の取り扱いになっているか等の現金取扱状況につい

て確認をした結果、担当者が鍵の保管をしている課が１課あり、所属長による施錠管

理を指導した。 

なお一層「公金収納と管理適正化等に係る改善指針」のとおり適正に実施されたい。 

 

(３) 服務に関すること 

  服務関係書類の整理については、年々周知徹底され、監査において指導件数が少な

くなってきている。出勤簿の押印漏れ、出勤簿に年休等取得の転記漏れや出張命令簿

の復命欄の記載漏れ等が見受けられた。各課においては、決裁時に十分なチェックと

指導に努められたい。 

 

(４) 契約に関すること 

  ア  震災後４年目となるが、随意契約範囲超えの全体比率は前年度より3.4％減少し

たものの１者随意契約件数は依然として多い。財務規則第114条に規定している随

意契約の範囲を超えた１者随意契約は下表のとおりである。平成26年度は特に物件

の借入契約の随意契約範囲超えの比率が33.3％で前年度27.3％と比較すると6.0％

増加している。 

 

契約種別と随契範囲額 

(財務規則第114条) 
全件数(a) 

随契範囲超え 

 1者随契件数(b)
比率(b/a) 

(参考:前

年度比率)

工事・製造等の請負130万円 161件 9件  5.6%  6.4% 

財産の購入     80万円 25件 1件 4.0% 18.2% 

物件の借入        40万円 18件 6件 33.3% 27.3% 

その他(業務委託等) 50万円 509件 178件 35.0% 37.6% 

計 713件 194件 27.2% 30.6% 
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イ  契約事務文書等での日付の欠落等の不備も散見される。これらは行政事務の基

本的な事務処理であるから、なお一層注意していただきたい。 

 

ウ 年度初め４月１日（午前０時から履行開始する業務を含む）から履行開始業務

について、各課の事務処理は次のように処理されている。 

 ①債務負担行為を受けて３月中に契約締結を行い４月１日から履行開始している 

 ②当初予算議決後３月中に入札前までの事務処理を行い４月１日に入札・開札・

契約をしている。 

 ③４月１日に執行伺から契約締結まで行っている。 

 上記の③については日程上無理があり適切な事務処理とは言えない。また、４月

１日が休日の場合は対応できない。本来の事務処理を「契約事務ガイドブック」

で示し③の事務処理が不適切であることを周知させる必要がある。 

 

 エ  寄附申出物件の組立設置工事について、寄附申出が平成２６年４月１日付け

で、それを４月３日付けで受付をしているが、受諾決定が不明瞭なままでいまだ

回答がなされていない。民法によると贈与（寄附）は当事者の一方が自己の財産

を無償で相手方に与える意思を表示し、相手がそれを受託することによって成立

する契約とある。このような状態は適切な事務処理とは言えない。 

また、寄附申出前に予算計上・可決までされており寄附の申出前に予算が成立

していたことになる。これは、整合性に欠けておりどのような経緯であったのか

正確な記録を作成し事務の透明性を図るとともに今後このような事がないよう

十分注意されたい。 

さらに、この寄附には組立設置工事や維持管理経費が発生するにもかかわらず、

組立経費の請負契約は随契になることや将来の維持管理経費負担を記録した書

類等が無い。受諾決定にもかかわることでもあるので、正確な記録書類の整備を

されたい。付帯工事についても同様のことがいえる。 

一方、県内他市では「寄附採納事務取扱規程」に基づき寄附申出書を受理した

時は、法令違反や将来の維持管理等行政運営に支障を来たさない寄附であるかを

十分に調査した上で寄附調書を作成し採納を決定している。本市では現在のとこ

ろ同様の規程が無いことから、関係課（行政経営課）と協議の上「東松島市寄附

採納事務取扱規程」を早急に整備すべきである。 

 

オ  委託管理業務２件について、１者随意契約で別々に契約していた。保守点検は

長期継続契約に係る取扱い（H18.3.10）による３条件を満たしているもので長期

継続契約できるものであった。競争入札による予算の効率的執行に努め経費削減

を図られたい。 

 

 

(５) 財務事務に関すること 

   概ね適正に処理されていると認められ特記すべき事項は特になし 
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(６) 財産管理に関すること 

公用車予約システムの利用情報の入力について、これまで指導され改善されてきて

  いるが下表のとおり入力漏れがある、履行を再度徹底されたい。 

 

公用車利用情報入力状況（平成26年4月1日～平成27年1月31日利用分） 

入力漏れ件数 

(a) 

入力済件数 

(b) 

総件数 

(a)+ (b) 
入力率（b/a+b） 

578件 7,204件 7,782件 92.6％ 

（参考）平成25年度 H25年10月1日～H26年3月31日利用分情報入力率：85.4％ 

  

 

 (７) 工事監査に関すること 

工事監査については災害復旧・復興関連の工事件数が多いことから高額案件を下

記のとおり抽出して書類・現地調査を実施した。 

 

Ｎｏ 担当課 工  事  名 契約金額 

1 農林水産課 平成25年度 大曲地区園芸ハウス新築工事（繰越） 159,300,000円

2 農林水産課 平成25年度 大曲地区水稲育苗ハウス新築工事（繰越） 68,722,500円

3 農林水産課 
平成25年度 大曲地区農業復興総合支援事業 農業施設

等新築工事（債務負担行為） 
338,980,680円

4 農林水産課 
平成25年度 大曲地区穀類乾燥調製施設プラント新設工 

事 
182,595,000円

5 農林水産課 平成25年度 大曲地区播種施設プラント新設工事 39,571,200円

6 子育て支援課 大曲保育所増築工事（建築工事）（債務負担行為） 197,692,920円

7 防災課 
平成25年度 防災行政無線（同報系）設備デジタル化工

事（繰越） 
76,524,480円

8 教育総務課 
平成26年度 東松島市立大曲小学校外2太陽光発電設備

等設置工事 
84,673,080円

9 建設課 
復興住宅（災害公営住宅）整備事業東矢本駅北地区第Ⅰ

期災害公営住宅 
855,801,450円

10 下水道課 
平成25年度 東矢本駅北地区（災害復旧）下水道施設工

事（その2）（その3） 
200,486,880円

11 復興政策課 平成26年度 松島飛行場周辺共同受信施設撤去工事 30,456,000円

12 市民協働課 旧奥松島観光情報センター（Nマップ）等活用業務 59,400,000円

13 復興都市計画課 平成26年度 松ヶ島防災盛土（洲崎地区）造成工事 752,484,600円
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監査内容は、契約関係書類について確認、工事費積算書について数量及び単価算出 

  について確認、積算金額の検算確認を行った。また工事施工写真・管理資料等の工事

成果品を確認した。 

現地調査は、完成物件が契約書のとおり完成し、その効用を十分発揮しているか確 

  認した。 

その結果は次のとおり検討改善を要する事例がみられた。 

 

① 工期途中で代表取締役が変更になったが変更届が出されていないものがあった。 

② 鉛筆訂正、訂正印なし、会計課審査印なし、文書審査印なし、課長決裁漏れがあ

った。 

③ 入口テラス部表面に一部タイル浮きが危惧される箇所が数か所あった。 

契約書のとおり、かし担保修補期間内に施工業者と協議の上対応すること。 

④ 樹木植栽において一部枯損が見られた。原因究明の上対応されたい。 

 

なお、上記指摘事項については是正対応済であり、また、撤去工事については撤去さ 

れ更地の状態であることを現場確認した。 

 

以上の結果、工事は特に異常があるものは見られず概ね適正であった。 

 


